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（ コ ー ド 番 号  8 6 9 8  東 証 プ ラ イ ム ） 

 

Coincheck Group N.V.における 

第三者割当増資に係る払込完了のお知らせ 
 

当社は、2026年 5月 12日付のプレスリリース「Coincheck Group N.V.への KDDI株式会社の資

本参画及びコインチェック株式会社と KDDI 株式会社の業務提携のお知らせ」*1 において、当社

連結子会社である Coincheck Group N.V.（本社：オランダ王国アムステルダム、Executive Chairman：

松本 大、以下「CCG」といいます。）と、KDDI株式会社（本店：東京都新宿区、代表取締役社長

CEO：松田 浩路、以下「KDDI」といいます。）が、株式引受等契約を締結し、KDDIが、CCGが

第三者割当の形で新規発行する普通株式を引き受けることをお知らせしておりましたが、本日付

で普通株式の新規発行、引受、引受代金総額の払込の一連の取引（以下総称して「本取引」とい

います。）が完了しましたので、お知らせいたします。なお、本取引の完了後においても、CCGは

引き続き当社の連結子会社であり、KDDIの持分法適用会社とはなりません。 

 

当社グループは、暗号資産事業を証券事業・資産運用事業に続く成長の中核事業と位置付け、

その事業領域の拡張及び高度化、並びに成長戦略を着実に推進してまいりました。当社は、今後

も各事業セグメント内外での連携を一段と強化し、当社グループ全体の長期的かつ持続的な企業

価値の向上に邁進してまいります。 

 

なお、本取引の 2027年 3月期の当社連結業績に与える影響は軽微です。 

 

1. CCGによる第三者割当増資の概要 

 

（*1）2026 年 5 月 12 日付のプレスリリース：「Coincheck Group N.V.への KDDI株式会社の資本参画及びコインチェック

株式会社と KDDI株式会社の業務提携のお知らせ」 

https://www.monexgroup.jp/jp/news_release/irnews/auto_20260512525467/pdfFile.pdf 

（*2）詳細については、CCGの開示資料・プレスリリースをご覧ください。 

 

 

                                      以 上 

 

 

 

 

 

①  発 行 株 式 数 普通株式 28,536,516株 

②  発 行 総 額 65,063,256.48米ドル 

③  増資後 C C G 発行済株式数 
191,797,973 株 

 

④  払 込 日 2026年 6月 9日 

⑤  
新 株 発 行 後 の 

K D D I 所有 C C G 株式数 
28,536,516株（議決権所有割合 14.9％） 

⑥  
新 株 発 行 後 の 

当 社 所 有 C C G 株 式 数 
136,247,594 株（議決権所有割合 71.0％） 



 

Coincheck Group N.V.について 

Coincheck Group N.V.（NASDAQ: CNCK）は、個人投資家向けサービスの事業規模、機関投資家クライアントに対

応する事業基盤、堅牢なインフラを一体のデジタル金融プラットフォームへ統合し、提供していくことを目指し

ています。 国内リテール市場でのリーディングカンパニーとしての地位を基盤に、同社は複数の市場で機関投資

家向けサービスおよびデジタル資産インフラへ事業を拡大しています。取引執行、カストディ、ステーキング、資

産運用にわたるサービスで投資家のニーズに応えながら、オンチェーン金融の新たな可能性を切り拓く開発にも

注力しています。 

 

将来の見通しに関する記述 

本プレスリリースには、1995 年私募証券訴訟改革法（Private Securities Litigation Reform Act of 1995）における「将

来の見通しに関する記述」が含まれます。将来の見通しに関する記述には、将来の事業、製品及びサービスに関す

る将来の財務及び事業の業績、計画、目標、見通し及び意図、並びに「可能性が高い」、「予測される」、「継続

する」、「予期される」、「見積もられる」、「信じる」、「計画する」、「展望」、「見通し」等の表現、その

他の類似表現又はこれらの表現の否定形により特定される記述が含まれますが、これらに限られません。将来の

予想、期待、信念、計画、予測、目標、仮定、又は将来の出来事や業績に関する議論を含み、又は表現するいかな

る記述も、歴史的事実の記述ではなく、将来の見通しに関する記述である可能性があります。将来の見通しに関す

る記述は、当該記述がなされた時点での、期待、見積もり又は予測に基づいており、現在予想されている結果や出

来事と実際の結果や出来事が大きく異なる可能性のあるリスクと不確実性を含んでいます。このリスク及び不確

実性には、(i)期待利益の実現の遅延又は不達成、(ii)経営陣の事業経営が中断されることに関連するリスク、(iii)競

争環境、技術革新又は規制の変化を含む、コインチェックが競争を行う暗号資産及びデジタル・アセット市場の変

化、(iv)国内外の経済状況全般の変化、(v)コインチェックが成長戦略（買収の特定及び実施を含みます。）を実施

できないリスク、(vi)コインチェックが効果的な内部統制を構築し維持できないリスク、及び(vii)CCGが米国証券

取引等監視委員会に提出した書類に記載されたその他のリスク及び不確実性が含まれます。CCG は、法令上要求

される場合を除き、新情報、将来の発展その他の理由により、将来の見通しに関する記述を公に更新し又は見直す

義務を負いません。 

  

 

 

 

 

 

（報道関係者様のお問い合わせ先） 

マネックスグループ株式会社 コーポレートコミュニケーション室 加藤 電話 03-4323-3983 

（株主様・投資家様のお問い合わせ先） 

マネックスグループ株式会社 経営管理部  IRグループ 稲田、小森、松浦 電話 03-4323-8698 

 


